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【要旨】 

国際的に見ると、我が国の教育支出は、総支出に占める私的支出の割合が高く、特に、私的支

出の多くは学校外教育であることが上げられる。過去の調査では、夫婦が子どもを持たない理

由として「教育費負担」が上位に来ることも多い。『教育資金一括贈与の贈与税非課税措置』

（教育資金贈与信託）は、高齢者の資産の若年層への移転、子育て世帯の支援、子どもへの教

育投資の促進を目的として2013年4月に創設された。同制度の下では、孫への教育資金（塾な

どの私的支出も含む）として、祖父母が金融機関に金銭信託した場合に、一定額まで贈与税が

非課税になる。この制度は大きな反響を呼び、2017年度末の信託財産設定額は12,382億円とな

った。同時に同制度は、三世代にわたる教育資金の移転に影響を与える点において世界にも例

を見ない政策である。本稿では、同政策と家庭内の教育支出や学力との関係について、日本家

計パネル調査（KJHPS)、日本子どもパネル調査（JCPS)によるクロスセクションデータに基づ

き、記述統計及び回帰分析により実証的検討を加えた。その結果、(1) 本制度を認知している

人、利用している人は、そうでない人に比べ、金融資産が多い傾向にある、(2) 本制度の受贈

する子どもの親は、そうでない親に比べて、特に塾・家庭教師の支出が多く、また中学受験を

する確率が高い、(3) 一方、他の条件を考慮すると、本制度の受贈する子どもがそうでない子

どもよりも学力が高いという証拠は見つからない、ことが明らかになった。 
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要約 

国際的に見ると、我が国の教育支出は、総支出に占める私的支出の割合が高く、特に、私的

支出の多くは学校外教育であることが上げられる。過去の調査では、夫婦が子どもを持たな

い理由として「教育費負担」が上位に来ることも多い。『教育資金一括贈与の贈与税非課税

措置』（教育資金贈与信託）は、高齢者の資産の若年層への移転、子育て世帯の支援、子ど

もへの教育投資の促進を目的として 2013 年 4 月に創設された。同制度の下では、孫への教

育資金（塾などの私的支出も含む）として、祖父母が金融機関に金銭信託した場合に、一定

額まで贈与税が非課税になる。この制度は大きな反響を呼び、2017 年度末の信託財産設定

額は 12,382 億円となった。同時に同制度は、三世代にわたる教育資金の移転に影響を与え

る点において世界にも例を見ない政策である。本稿では、同政策と家庭内の教育支出や学力

との関係について、日本家計パネル調査（KJHPS)、日本子どもパネル調査（JCPS)による

クロスセクションデータに基づき、記述統計及び回帰分析により実証的検討を加えた。その

結果、(1) 本制度を認知している人、利用している人は、そうでない人に比べ、金融資産が

多い傾向にある、(2) 本制度の受贈する子どもの親は、そうでない親に比べて、特に塾・家

庭教師の支出が多く、また中学受験をする確率が高い、(3) 一方、他の条件を考慮すると、

本制度の受贈する子どもがそうでない子どもよりも学力が高いという証拠は見つからない、

ことが明らかになった。 

キーワード：世代間資産移転、家庭内教育、教育格差、贈与税 

JEL：I24, H24, D64  

 
1本稿は一般社団法人信託協会発行「信託研究奨励金論集」2019 第 40 号: p.20-34 を修正

したものである。分析に際しては慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターによる日

本家計パネル調査(JHPS/KHPS)および日本子どもパネル調査（JCPS）の個票データの提

供を受けた。また、本研究に使われた学力テストスコアは、山口他（2019）により構築さ

れ、同論文著者より利用を許諾された。図表の作成に当たり、慶應義塾大学こどもの機会

均等研究センターの大谷碧氏の支援をいただいた。本論文を執筆するにあたり、JSPS 科

研費 17H06086, 16H06323、並びに一般社団法人信託協会からの研究助成を受けた。同協

会からは、教育資金贈与信託制度の詳細と統計に関する情報提供をいただいた。心から感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿で表明された見解は筆者本人にのみ属し、上記の

団体とその会員・個人とは一切無関係である。 
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１．はじめに 

我が国の教育支出は、総支出に占める私的支出の割合が高い。OECD(2016)によると、高

等教育機関への支出に占める私的支出の割合は、日本は 65%で、これは調査された 38 ヵ国

の内、韓国に次いで第二位である。一方、初等中等教育支出に占める私的支出は 7%であり、

これは OECD 平均より低い。しかし、この統計は、学校外への支出を含んでいないことに

注意が必要だ。文部科学省の『保護者の支出する教育費に関する調査』によると、私的支出

の多くは学校外教育である。子育て世代にとって子供の教育費支出負担は重い。アンケート

調査で夫婦に子を持たない理由を尋ねると、「教育費の負担」が上位に来ることも多い。 

平成 25 年 4 月に創設された『教育資金一括贈与の贈与税非課税措置』（以下「教育資金

贈与信託）」は、高齢者の資産の若年層への円滑な移転を促すとともに、子育て世帯の支援

と次世代への教育投資の促進を目的としている。同制度は、30 歳未満の孫等（受贈者＝受

益者）の教育資金として、祖父母等（贈与者＝委託者）が信託銀行などの金融機関（受託者）

に金銭等を信託（贈与）した場合に、1,500 万円（学校等以外の教育資金の支払いに充てら

れる場合には 500 万円）を限度として、贈与税が非課税になる制度である。 

この制度の特徴は、学校基本法に定める学校（幼稚園、小・中・高等・中等教育・特別支

援学校、大学、高等専門学校）、専修学校、各種学校のみならず、保育所、こども園、海外

の教育施設、さらには民間の教育事業者（塾・習い事）に支払われる月謝や教材費までもが

対象となることである。当初は、平成 27 年 12 月末が期限であったが、その後改定されて

平成 31 年 3 月末まで延長、さらに改定されて平成 33 年 3 月末まで延長されることとなっ

ている2。 

我が国の活力維持と持続的経済成長のために、教育投資の増加は不可欠であるが、国の財

政を考えると、公的教育支出を大幅に増加させることは困難である。2 人以上の世帯が保有

する金融資産の 7 割は、世帯主が 60 歳以上の高齢者世帯である（総務省『家計調査』）の

で、高齢者から孫世代への資産移転を通じ、子育て世帯を支援し次世代の教育投資拡大を図

るこの制度は大きな反響を呼び、平成 27 年度末の契約数は 11.9 万件、信託財産設定額は

8,030 億円、平成 29 年度末の契約数は 17.9 万件、信託財産設定額は 12,382 億円となった

（信託協会 2018）。 

しかし本来ならば、新しい制度に対しては、それが当初の目的を達成しているか、社会に

副作用を発生させていないか、慎重な検討を踏まえた制度改定や延長が必要である。 

本論文の目的は、創設 6 年を過ぎた教育資金贈与信託制度が、当初の政策目的を達成し

ているか、著しい副作用を生じさせていないか、検証することである。その目的のために、

(1)同制度の利用や認知度には、その人の経済状態により差があるか、(2)同制度を利用した

世帯では子供への教育支出は増加しているか、(3)同制度を利用した子供の教育達成度は向

 
2 平成 27 年度の改定では、通学定期券代、留学渡航費用等が対象に追加、平成 31 年度の

改定では、受贈者に所得制限（上限 1000 万円）が設定され、また教育資金の範囲とし

て、23 歳以上の受贈者の場合、学校外の習い事には制限がかかることとなった。 
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上しているか、の３点を中心に、実証的に検討を加える。 

以下の第２節では、本制度の背景として、世代間の資産移転と教育支出（経済学では人的

資本投資と呼ぶ）の関係と本制度の意義について、経済学的視点から簡潔に述べる。第３節

では、世代間の資産移転と人的資本形成の関連に関する経済理論を確認し、祖父母の社会経

済状況が孫世代に与える影響に関する諸外国の実証研究の紹介、さらに、諸外国における教

育支出に対する税優遇制度の研究を紹介する。第４節では、本論文における研究方法、特に

分析に利用するデータを紹介し、本研究で利用した質問項目について詳細に説明する。第５

節では、上記の３つの問題に対する統計的分析の結果を示す。第６節では、まとめに加え、

残された課題と政策的インプリケーションを議論する。 

 

２．本研究の背景 

経済学において、親から子、あるいは祖父母世代から孫への資産移転は、主として、世代

間の利他心によって説明される。親世代は子世代の幸福を願い、祖父母世代は親世代の幸福

（その中には祖父母から見た孫世代の幸福から得られる間接的幸福感も含まれる）を願う

と想定する。子供への教育投資は、学歴獲得による所得上昇率の高さを考えれば、親にとっ

て子の将来の幸福を考えるともっとも有益な投資（人的資本投資）の一つであると考えられ

る。 

社会的に最適な教育投資は、社会的限界収益率が市場の収益率と一致するところまで行

われるはずである3。しかしながら、人的資本は貸し手から見ると担保性が低い。その理由

は、人的資本は人と一体化された知識や技能であるから、本人以外の主体が所有権を主張す

ることはできないからである。そのため、教育資金の融資は民間金融機関では限界があり、

政府による信用付与（日本学生支援機構等による奨学金）がなければ金融市場として不完全

である。 

金融市場の不完全性のため、人的資本投資の水準は、家庭内の資産状況により差が生じる。

十分な資産がある家庭では子供に対して最適な教育投資が可能であるが、資産が不十分な

家庭では、最適な水準まで投資ができず、経済的効率性の観点からも、社会的公正という観

点からも、望ましい状態とはいえない。 

教育資金贈与信託は、人的資本投資のための金融市場を活性化させる政策と見なすこと

ができる。なぜならそれは、祖父母世代の資産と孫への愛情という名前の担保を利用して、

親世代の資産だけではファイナンスできない教育投資を可能にする機能を持つからである。

たとえ親世代の所得や資産水準が低くても、祖父母世代の資産も融通できれば、親が望む水

準まで教育投資が可能となり、社会的効率性も公平性も向上することから経済社会政策と

して正当化される。 

 
3 私的収益率と社会的収益率は乖離することが多いが、本稿ではそこには深入りをしな

い。詳細は赤林(2017)参照。 
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しかし、我が国の租税法は4、「次に掲げる財産の価額は、扶養義務者相互間において生活

費又は教育費に充てるためにした贈与により取得した財産のうち通常必要と認められるも

の」は「贈与税の課税価格に算入しない」としており、さらに相続税法基本通達に基づき5、

国税庁は、「ここでいう生活費は、その人にとって通常の日常生活に必要な費用をいい、ま

た、教育費とは、学費や教材費、文具費などをいいます。なお、贈与税がかからない財産は、

生活費や教育費として必要な都度直接これらに充てるためのものに限られます。」としてい

る6。また、従来から暦年ごとに 110 万円以下の贈与は非課税であった。 

したがって、教育資金贈与信託制度の創設は、裕福な家庭においては、従来から行われて

いた教育支出のための非課税贈与を代替するだけで、家計の教育投資総額に影響を与えな

い可能性がある7。また、親世代の所得が低いと祖父母世代の資産水準も低い可能性があり、

そのような家庭にとっては本制度の恩恵は小さく、教育投資の所得間格差を広げるのでは

ないかとの懸念もありうる8。この点については次節で詳説する。 

 

３．研究の系譜 

3-1 祖父母からの富の移転が父母の経済状況や子の人的資本形成に与える効果 

近年、諸外国において、祖父母世代の資産や教育水準などの社会経済的な格差が、彼らの

孫世代の教育や経済状態に与える影響の大きさに関する研究が急速に増えている。その共

通の背景として、世代間の教育や経済の格差の固定化の懸念が存在し、さらに長寿化ととも

に、親世代のみならず、祖父母世代の資産格差も孫世代の格差の拡大に寄与しているのでは

ないかという問題意識がある。 

新古典派経済学において、世代間の富の移転が教育投資に与える影響、そして所得の世代

間移動と所得分布の関係に最初にミクロ的基礎を与えたのは Becker and Tomes (1979)の

モデルである。このモデルは、教育投資が労働生産性の向上を通じて賃金所得を決定すると

考える人的資本理論を基礎に置いている。親は子の将来の生活を豊かにしてあげたいとい

う愛情（利他心）から教育投資を行うが、（前節の議論の通り）教育のための借り入れの市

場は存在しないと仮定すると、子への投資量は親の所得に依存する。さらに、子の人的資本

 
4 相続税法第 21 条の３第１項第２号。 
5 相続税法基本通達第 21 条 の３。 
6 タックスアンサーNo.4405: 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/zoyo/4405.htm 
7 ただし、従来から祖父母世代から親世代に、孫の教育のため、暦年ごとの 110 万円の贈

与税非課税の上限内で贈与が行われていた場合には、本信託制度が、この上限を越えた贈

与を可能にし、既存の非課税限度内の贈与を他の目的で行うことが可能になる。その場

合、贈与の総額は増えている可能性がある。 
8 実際、当時の財務省主税局税制第一課主税企画官であった中村(2013, p.4)は、「本措置は

富裕層の孫の教育をサポートするものであり、所謂格差の固定化につながるものではない

かという批判もあった。確かに贈与税の優遇措置である以上、直接の恩恵は贈与を行う者

にしか及ばないものではある。」と、一定の批判と懸念があることを認めている。 
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量は、親からの教育投資のみならず、子自身の人的資本の初期賦存量（生来の能力や家庭環

境の優劣）も依存する。そこで以下の定式化を行う9。 

1 1(1 ) log logt t tU C y     ,  (1)  

1 1 1(1 ) t t ty C I      ,  (2) 

1 1log( )t t t th I G e     ,   (3) 

log t ty ph  .   (4) 

ここで、t、t-1 はそれぞれ、子世代（世代 t）と親世代（世代 t-1）を表す指標とする。(1)

式で、U t-1は親世代の効用を表し、αは親から子への利他心を表すパラメータである。親は

効用を最大化するために、(2)式の予算制約に従い、自らの世代の所得(yt)から一定の税率（τ）

で所得税を引かれた可処分所得から、親から子への世帯内教育支出(It-1)と世帯消費(Ct-1)の

配分を決定する。世帯内教育支出は、世帯外からの教育支出(Gt-1)と合計され、(3)式に従い、

ht で表される人的資本を生産する。生産された人的資本は労働市場において、(4)式に従い、

子世代の所得(yt)に転換される。ここで、θは人的資本の生産性、p は人的資本の市場での

評価、そして et は子の人的資本初期賦存量を表す。親の効用最大化問題を解くと、親の最

適教育投資量として、以下の関係が導き出される。 

1 1 1

1
(1 )

1 (1 ) 1 (1 )t t t

p
I y G

p p

 
     

   
           

(5) 

 標準モデルでは、世帯外教育支出 Gt-1を政府の教育支出と見なすが、本論文では、それを

祖父母からの教育支出と考えて見よう。その場合、(5)式より、祖父母の教育支出の増加は、

父母の教育支出負担を低減させることが分かる。G にかかる係数は分母のαにかかる係数

が大きいほど大きくなるため、θや p が大きいほど（すなわち、学歴間経済格差が大きいほ

ど、また、教育の限界生産性が高いほど）、親が世帯所得から教育費を出す比率は高くなり、

同時に、祖父母の教育支出が親の教育支出を抑制する効果は大きいといえる。また、子への

教育支出の合計額は I+G であり、当然ながら親だけが支出する場合よりも金額は大きくな

るから、親の所得と祖父母の所得の間に正の相関があれば、所得の高い層の教育投資を更に

引き上げる。 

以上が、前節で議論した、本制度が経済状態で差がある家計間の教育支出金額の差を広げ

る可能性がある理論的根拠となる。教育への支出が家計の所得水準に依存し10、さらに子育

 
9 この定式化は Solon(2004)に従っている。 
10 そのような事実を示す研究は、卯月(2012)、四方(2007)、出島(2011)、永瀬・長町

(2002)、平尾他(2007)など数多い。Naoi, et al (2017)は、本論文でも用いている JCPS を
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て世帯の所得水準とその両親世帯の資産水準に正の相関があると、この制度は経済格差と

教育投資格差の相関を強化する方向に働く可能性が高い。もちろん、他の税制改正等で緩和

されている可能性はある（中村 2013）が、子供の貧困の拡大と貧困の世代間連鎖が大きな

社会問題になっていること(阿部 2008)を鑑みると、現実に、この制度が家計の教育支出を

どのように変化させているか、実証的に検証されなければならない。 

 

3-2 祖父母の社会経済的状況が孫世代に与える影響の実証研究 

ここでは、３世代データを利用し、祖父母の社会経済的地位が孫に与える影響を分析した

論文を紹介する。Hancock, et al (2018)は、オーストラリアの Longitudinal Study of 

Australian Children (LSAC)を利用し、祖父母の学歴が孫の学力に与える影響を推計した。

Adermon, et al (2018)は、Malmo Study Dataset とスウェーデンの納税データの資産記録

から、祖父母・曾祖父母世代の資産が孫世代の資産形成に与える影響を推計した。Hällsten 

and Pfeffer (2017)はやはりスウェーデンの国家管理データから、祖父母世帯の資産の相対

的水準が孫の GPA や進学志向の高校の卒業に与える影響を推計した。Møllegaard and 

Jæger (2015)はデンマークの Danish Longitudinal Survey of Youth を利用し、祖父母世代

の経済資産、文化資産、そして社会資産が、それぞれ孫世代の教育達成度に与える影響を推

計した。Moulton, et al (2017)は、英国の Millennium Cohort Study を利用し、祖父母世代

の社会階級（職業による）が子の教育期待に与える影響を推計した。Acacio-Claro, et al 

(2018) はフィンランドの Adolescent Health and Lifestyle Surveys (AHLS) と統計局の資

産データを利用し、祖父母世代の教育水準と住居所有状況が、子世代の教育達成度に与える

影響を推計した。Ziefle (2016) はドイツの German Socio-Economic Panel (GSOEP)を利

用し、祖父母世代の最も高い教育水準が子世代の高校進学に与える影響を推計した。Deindl 

and Tieben (2017)は Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe を利用し、祖父

母世代の最高学歴と主観的資産状況が、子世代の学歴に与える影響を推計した。 

以上のように、海外の社会科学分野では、祖父母世代の教育や経済状況が、親の経済状況

とは独立に、子世代（祖父母から見た孫）の教育達成に影響があることを、実証している論

文が多い。祖父母世代の経済状態が孫世代に与える影響の大きさは国やデータによりまち

まちだが、中央値では、祖父母世代の影響は親世代の影響の約４分の１程度であり

(Anderson, et al 2018)、その影響は、親世代の所得が低い場合に特に大きいとされている。 

 

3-3 教育支出に対する税優遇制度の研究 

では、海外では、我が国の教育資金贈与信託と同様の制度の効果の分析は行われているであ

ろうか。そもそも、海外には、教育資金贈与信託と全く同一の仕組みは存在しないようであ

るが、税制上の優遇措置や給付金の形で、国や地方政府が家計の教育資金形成を支援する政

 
利用し、子ども手当の変更が可処分所得の変動を通じて子どもへの教育支出に影響を与え

ることを分析している。 
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策は存在する。野村資本市場研究所(2013)によると、アメリカの 529 プラン、カナダの RESP

（Registered Education Savings Plans）、英国のジュニア NISA 等、OECD9 か国で何ら

かの制度がある11。中でも、米国の 529 プランは、親に限らず、祖父母も第三者も資金を拠

出することができ、受益者も誰でもかまわない。州により拠出限度額が異なるが、１年あた

りおよそ 20 万から 40 万ドルが上限で、その一定額までの資産形成の結果、得られた資産

の増額は、適格な教育目的で利用される限り所得税や贈与税が非課税となっている。ここで

いう教育目的とは、高等教育機関の授業料や手数料、教科書費用、寮費等が含まれる。ただ

し、それ以外の目的で使用した場合、通常の課税以外に 10%のペナルティがかかる。Dynaski 

(2004)は、529 プラン及び同様の制度である Coverdell EAS (educational saving account) 

を評価し、政策の意図とは逆に、これらのベネフィットを受けるのは富裕層であるとしてい

る。また、Long and Bettinger (2017)は、中１から高１までの子を持つ親を対象としたラ

ンダム化介入実験により、529 プランの説明を受けたグループとそうでないグループではほ

とんど差がつかないが、貯金の開始のために補助をすることは長期的な効果がある、として

いる。 

 

４．研究方法 

本研究では、筆者が慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センター(PDRC)において中心

となって 2011 年より収集を続けている「日本子どもパネル調査(JCPS)」を利用する。JCPS

は１－２年おきに、全国を代表する成人サンプルへ毎年実施されるパネル調査である「日本

家計パネル調査（JHPS）」と「慶應家計パネル調査(KHPS)」の対象者(ここでは総称して

KJHPS サンプルと呼ぶ)であって、小学１年生から中学３年生までの子を持つ親に対し、教

育支出や子供の習い事を尋ね、さらに、子供の学力調査や生活の質などを詳細に調査してい

る。KJHPS サンプルについては、さらに、所得・資産等について詳細な情報を収集すると

ともに、その親世代（JCPS の対象者である子供から見た祖父母）についてもある程度の情

報を得ている。 

本研究のため、2016 年２月に実施した KJPHS2016、JCPS2016 において、PDRC の了

解を得て、教育資金の贈与非課税措置の認知度や利用状況に関する以下の質問を導入した。

具体的には、調査対象者本人に孫がいる場合には、KJHPS 調査票に以下の質問１を、小中

学生の子がいる場合には、JCPS 親調査票に以下の質問２を挿入した。 

質問１（KJHPS 2016 調査票）調査対象者に孫がいる場合 

平成２５年４月から教育資金贈与信託制度が始まりました。これは、孫等の教育資金として

祖父母等が信託銀行などに金銭を最大 1500 万円信託した場合に贈与税が非課税になる制

 
11 野村資本市場研究所(2013)は、アメリカ、カナダ、英国、ドイツ、フランスの 5 か国に

おける教育資金優遇制度について調査している。宮本(2012)は、米国の 529 プランについ

てその背景と意義を議論している。丹生(2014)は、やはり米国の 529 プランと英国のジュ

ニア ISA プランの意義を解説している。 
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度です。 

（１） 教育資金贈与信託制度をご存じでしたか？  １ はい   ２ いいえ  

（２）あなたはお孫様に対して、あなたからの教育資金贈与信託を設置していますか？ 

   １ はい   ２ いいえ    ３孫はいない 

（３）以下のどの方に、いつごろから始められましたか？ 

   年齢 歳   

   続柄 （息子・娘）の子ども 

孫との同居の有無 同居・別居   

設置時期    年  月ごろ- 

 

質問２（JCPS2016 親調査票）小中学生の子がいる場合 

平成２５年４月から教育資金贈与信託制度が始まりました。これは、孫等の教育資金として

祖父母等が信託銀行などに金銭を最大 1500 万円信託した場合に贈与税が非課税になる制

度です。 

（１）教育資金贈与信託制度をご存じでしたか。 １ はい   ２ いいえ  

（２）Ａさん（子の名前）に対して、あなたのご両親等からの教育資金信託を利用していま

すか。利用されている方は始めた時期もお答えください。 

１ はい (平成 年  月ごろから)   ２ いいえ     ３ わからない 

 

 

質問１を利用すると、KJHPS の調査対象者が、教育資金を贈与できる祖父母の立場で回

答したデータの分析が可能となる。調査対象者本人の情報は KJHPS に豊富に存在するた

め、 (1)教育資金贈与信託制度の利用や認知度には、その人の経済状態により差があるか、

分析を行うことができる。ただし、受益者である孫に関する詳細な情報は収集されていない。 

質問２を利用すると、KJHPS の調査対象者の子供(JCPS の対象者)が教育資金の受益者

となりうる立場で、その親が回答したデータの分析が可能である。この場合、教育資金を贈

与する本人（祖父母世代）の情報に限りはあるが、受贈側である孫の学力や孫に投資される

教育費については豊富な情報が得られる。そのため、(2)教育資金贈与信託制度を利用した

世帯では子供への教育支出は増加しているか、(3)同制度を利用した子供の教育達成度は向

上しているか、統計的に分析を行うことができる12。 

 

 
12 より厳密には、教育資金贈与信託制度の導入の前後で、導入後に同信託を利用している

家計が、利用していない家計に比べて同一の子どもに対する教育支出を増やしているか」

を分析する方法があるが、今後の課題としたい。 
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５．分析結果 

5.1 教育資金贈与信託制度の利用や認知度は世帯の経済状態により差があるか 

ここでは、KJHPS2016-2018 のサンプルをクロスセクションデータとしてプールし、、孫

がいると答えた回答者に絞った上で、教育資金贈与信託に関する認知の有無と、利用の有無

が、どのような背景によって生じているのか分析した。まず、基礎情報として、表１では、

分析サンプルで教育資金贈与信託を利用していると回答した対象者における信託設置時期

の分布を確認した。これを見ると、信託の設置は平成 26 年、28 年に設置したものが多いこ

とが分かる13。 

 次に、孫のいる調査対象者の中で、教育資金贈与信託の利用（設置）者と非利用者別、

あるいは教育資金贈与信託制度の認知者と非認知者別に、経済状況の差を確認する。 

 表２は、孫のいる調査対象者の中で、教育資金贈与信託の利用者と非利用者別に、年

収、預貯金、有価証券の保有金額の平均値と、持ち家比率を計算し、同時に、両者に差が

あるか統計的に検定した結果の p 値を表したものである14。認知と利用のどちらにも 95%

水準で統計的に有意にプラスの効果があるのは預貯金額のみである。 

 

5.2 教育資金贈与信託制度を利用した世帯では子供への教育支出は増加しているか 

表４は、2016 年の JCPS 全サンプル（小１－中３）をクロスセクションデータとしてプ

ールし、学年別に、サンプルの観測数と信託の利用（受贈）度数を比較したものである。こ

れを見ると、信託の受贈者は 754 人中 9 人で、小４から中３まで散らばっており、小４で

比較的多くなっている15。 

JCPS2016 は、潜在的受贈者である小中学生の子供とその親が調査対象であり、親世帯の

状態に関する詳細な情報が得られる。そこで、どのような世帯の子が、子の祖父母から教育

 
13 データを見ると、制度利用者の祖父母の年齢は、平成 30 年時点で、60 歳台前半から

70 歳台後半まで広がっている。また、信託利用も認知も、関東在住者、政令指定都市在住

者で多い。孫との同居の有無と、信託利用の有無・信託認知の有無の間には特段の相関は

見られず、どちらかというと、同居していない祖父母の方で認知度が高いようであった

（同居者は 36.0%が認知、非同居者は 50.2%が認知）。祖父母が孫と同居している場合に

は、日常的にその都度、孫の教育費を祖父母が支出するなど、ある程度生計をともにして

いる可能性があり、本制度の利用に対するニーズが小さくなるのではと想像される。 
14 検定は両側検定で、持ち家比率については Fisher の exact test、それ以外はカイ二乗検

定を利用した。 
15 文部科学省「学校基本調査」によると、2015 年度に小学生は 654 万人、中学生は 347
万人、合計 1,000 万人在籍していたと考えてよい。JCPS サンプルにおける教育資金贈与

信託利用比率（1.2%）を全国に当てはめると、12 万人の小中学生が利用していることに

なる。一方、信託協会の資料によると、2016 年 3 月末現在で、教育資金贈与信託の累積

契約数は 160,234 件である。教育資金贈与信託の潜在的対象年齢は 0 歳から 30 歳である

が、現実の利用者の多くは小学生から大学生であることを考えると、今回の小中学生デー

タから得られる比率と推計値は、信託協会の統計から推測できる範囲に収まっており、一

定の信頼が保たれていると考えられる。 
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資金を信託されたか、どのような親が教育資金贈与信託について認知しているかを分析し

た。すなわち、教育資金贈与信託を受贈（もしくは認知）する子の親と受贈（もしくは認知）

しない子の親の経済状態の差を確認した。 

 表５(1)を見ると、子が受贈者となる割合は、持ち家のある親の中では 1.35%(=8÷594)、

持ち家のない親の中では 0.74%(=1÷136)で、前者の方が高い。しかし、持ち家の有無による

信託利用者比率の差の検定（両側 t-検定）をすると p=0.56 で棄却される。表５(2) で信託

を認知する親は、持ち家所有者中では 33.9%(=204÷601)%、持ち家非所有者中では

26.5%(=36÷136)で、前者の方が多い。さらに持ち家の有無による信託認知比率の差の検定

（両側 t-検定）をすると、p<0.10 となり 10%水準で棄却されない。したがって、持ち家資

産をもつ親の方が同制度の認知率は高いといえる（この結果は祖父母についての 5.1 節の結

果と同様である）。 

次に表６では、信託を受贈する子の親とそうでない子の親の世帯年収の差、信託を認知す

る親とそうでない親の間の世帯年収の差を確認する。(1)で、受贈する子の親の年収は、そ

うでない子の親の年収より低いが、その差は統計的には有意ではない(p=0.75)。また(2)で、

信託を認知している親の年収は認知していない親よりも高く、その差は統計的に有意であ

る(p<0.01)。統計的に有意な差はないものの、子の信託利用が、年収の低い親の方が多いの

であれば（かつ前節で見たように、孫が信託利用する祖父母の金融資産はそうでない祖父母

よりも多いのであれば）、教育資金贈与信託は、祖父母の余裕資産を年収の低い親に融通す

ることで、世代間の教育格差の連鎖を緩和する作用があることになる。 

最後に、預貯金額と有価証券保有額について見ると、信託を受贈する子の親とそうでない

子の親の間では、前者の保有額が高いが有意な差はない一方、信託の認知の有無の間では、

認知する親の方が預貯金額も有価証券保有額も高く、差は統計的にも有意である。全く同様

の傾向は政令指定都市居住比率にもあてはまる（政令都市在住者で認知の割合が高い）16。

従って、教育資金贈与信託は、年収の差による教育支出の差を緩和する可能性がある一方、

金融資産や不動産保有などの資産による差の影響を緩和する効果は持っているとはいえな

い。 

では、教育資金贈与信託は、子供への投資に関して、具体的にどのような効果を持つであ

ろうか。表７は、信託を受贈する子と受贈していない子で、中学受験の有無（小学生のみ。

予定を含む）の比率と４カテゴリーに分けた教育支出額の平均額に差があるかどうか見た

ものである。この結果、信託の利用者は未利用者に比べ、中学受験の比率が高く、塾・家庭

教系の学校外教育支出が統計的に有意に高くなっているが、芸術系、スポーツ系、塾・学習

塾以外の学習系（英会話・習字など）への支出には、統計的に有意な差がついていない。 

従って、教育資金贈与信託の利用は、主に塾や家庭教師の支出に影響を与え、特に中学受

験の有無に影響を与えることが分かる。 

 

 
16 預貯金額、有価証券保有額、政令指定都市居住比率の差の詳細については省略する。 



11 
 

5.3 教育資金贈与信託制度を受贈した子供の教育達成度は向上しているか 

最後に本小節では、5.2 節で確認した、教育資金贈与信託の利用が親の教育支出に与える

効果を前提とし、その効果が他の変数の影響をふまえた上でも存在するか、多変量解析を通

じて確認する。次に、教育資金贈与信託の受贈は、子供の教育達成度の向上にまで寄与して

いるか、子供の学力調査データを利用して多変量解析により分析する。ここで追加的に制御

する変数は、ここまで議論してきた世帯収入、預貯金額、有価証券金額、持ち家ダミー、政

令指定都市ダミーに加え、父親・母親がそれぞれ短大以上を卒業しているかどうかのダミー

変数である。また、学年ごとに設定したダミーも入れている。 

 表８は教育支出を被説明変数にして回帰分析で行った結果である。これを見ると、表７で

の結果と同様、教育資金贈与信託の利用は、学校外支出の４カテゴリーの内、塾・家庭教師

のみにプラスに働き、それ以外には統計的に有意な影響を与えていないことがわかる。 

表９は、算数・数学と国語の IRT スコア17を被説明変数とし、表８と同様の制御変数をい

れて回帰分析を行った結果である。これを見ると、信託ダミーの係数の推計値は、数学では

正、国語では負となるが、どちらも統計的には有意ではない。そこから、教育資金贈与信託

の利用は、学力にただちに結びつくものではないことも分かる18。 

 

６．むすび 

新しい制度の是非は、利用者数の増加のみならず、本来の政策目的の達成程度に照らして

実証的に判断されるべきである。本研究では、教育資金贈与信託制度の実効性と問題点を明

らかにするために、本制度の利用や認知の有無、信託設置者の年収・資産状況、子供への教

育支出額、子供の学力等の情報がすべて得られるデータを利用して、本制度の利用者の背景

や制度利用によるもたらされる教育支出について、統計的に分析を行った。その結果、特に、

以下の点が明らかになった。 

(1) 本制度を認知している人、利用している人は、そうでない人に比べ、金融資産（特に

預貯金額）が多い傾向にある。 

(2) 本制度の受贈する子の親は、そうでない親に比べて、特に塾・家庭教師の支出が多く、

また中学受験をする確率が高い。 

(3) 一方、他の条件を考慮すると、本制度の受贈する子供がそうでない子供よりも学力が

高いという証拠は見つからない。 

以上のことから、金融資産の多い人ほど教育資金贈与信託制度を認知し、贈与のために利

用すること、本制度は、３世代間の資産の移転を通じて教育投資を促す効果がある可能性が

あること、ただし、本制度の利用により短期的には学力向上に結びついているとはいえない、

 
17 IRT (Item response theory：項目反応理論)は、学力テストに含まれる個々の問題への

正答をモデル化し、異なる問題群からなるテスト同士でスコアを比較可能にするテスト標

準化技術であり、ここでは、山口他(2019)によって計算されたスコアを利用している。 
18 この結果は、Naoi, et al (2017)と整合的である。 
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ということが明らかになった。ただし、今回の分析は、すべて、クロスセクションデータに

対する、比較的単純な統計的仮説検定や回帰分析に基づいており、厳密な意味で政策効果の

「因果関係」を明らかにしているとはいえない点には留意が必要である。本研究で利用した

データのパネルとしての特徴を生かしたより因果的分析、学力以外の子どものアウトカム

についての分析は今後の課題としたい。 
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表１ 分析サンプル中における教育資金贈与信託設置時期の度数分布 

 

注：KJHPS2016-2018 に基づき筆者作成 
 
表２ 孫のいる調査対象者の中で、教育資金贈与信託の利用者と非利用者別に見た世帯年

収、預貯金、有価証券の平均額と持ち家比率 

 
注：KJHPS2016-2018 に基づき筆者作成 

 

表３ 孫のいる調査対象者の中で、教育資金贈与信託の認知者と非認知者別に見た世帯年

収、預貯金、有価証券の平均額と持ち家比率 

 

 

注：JCPS2016 に基づき筆者作成 

信託設置時期 度数
平成26年 13
平成27年 2
平成28年 5
平成29年 1
平成30年 2

計 23

利⽤者平均 ⾮利⽤者平均 p値（差の検定）
年収（万円） 605.87 458.69 0.06

(観測数) (15) (812)
預貯⾦（万円） 3575.00 1367.33 0.00

(観測数) (16) (907)
有価証券（万円） 1003.33 432.31 0.11

(観測数) (15) (876)
持ち家（パーセント） 100.0% 90.7% 0.39

(観測数) (17) (939)

認知者平均 ⾮認知者平均 p値（差の検定）
年収（万円） 481.15 443.36 0.10

(観測数) (405) (422)
預貯⾦（万円） 1710.70 1127.67 0.00

(観測数) (440) (483)
有価証券（万円） 613.21 285 0.00

(観測数) (426) (465)
持ち家（パーセント） 93.89% 88.55% 0.00

(観測数) (458) (498)
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表４ JCPS2016 において教育資金贈与信託を受贈する子供の学年分布 

 
注：JCPS2016 に基づき筆者作成 

 

 

表５ 親の持ち家所有傾向 

(1)子の信託受贈の有無による差 

 

 

(2) 親の信託認知の有無による差 

 
注：(1)(2)ともに JCPS2016 に基づき筆者作成 

 

  

学年 観測数
信託受贈
度数

受贈⽐率

⼩１ 62 0 0.00%
⼩２ 70 0 0.00%
⼩３ 81 0 0.00%
⼩４ 79 5 6.33%
⼩５ 89 1 1.12%
⼩６ 86 1 1.16%
中１ 98 1 1.02%
中２ 91 0 0.00%
中３ 98 1 1.02%
計 754 9 1.19%

なし あり
あり 1 8 9
なし 135 586 721
合計 136 594 730

持ち家
合計信託受贈の有無

なし あり
あり 36 204 240
なし 98 391 489
合計 134 595 729

合計
持ち家

信託認知の有無
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表６ 親の平均世帯年収の差 

(1) 子の信託利用の有無による差      

 

(2) 親の信託認知の有無による差 

 

注：(1)(2)ともに JCPS2016 に基づき筆者作成 

 

 

表７ 教育資金贈与信託の利用と中学受験、習い事・塾・家庭教師への支出額 

 

注：(1)(2)ともに JCPS2016 に基づき筆者作成 
 
  

信託受贈の有無 観測数 平均年収（万円）
あり 9 503.3
なし 679 529.7
計 688 529.4

信託認知の有無 観測数 平均年収（万円）
あり 224 566.5
なし 465 511.1
計 689 529.1

受贈者
(N=9)

⾮受贈者
(N=723)

p値（差の
検定）

中学受験（パーセント） 42.90% 13.10% 0.02
芸術（千円/⽉） 2,389 1,462 0.40

スポーツ（千円/⽉） 1,444 2,471 0.47
学習系（千円/⽉） 1,867 2,530 0.69

塾・家庭教師（千円/⽉） 13,889 5,955 0.06
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表８ 各種学校外支出額を被説明変数とした線形回帰分析の結果 

 

  

  

(1) (2) (3) (4)

被説明変数
習い事支出額：
塾・家庭教師

習い事支出額：学
習系

習い事支出額：芸
術系

習い事支出額：ス
ポーツ系

説明変数

信託受贈ダミー 6,874* ‐1,221 389.1 ‐1,833

(3,758) (1,730) (1,160) (1,349)

父学歴短大以上ダミー 2,904*** 100.7 823.5** 1,161***

(1,086) (500.0) (335.4) (390.0)

母学歴短大以上ダミー 525.4 622.2 362.0 278.4

(1,056) (486.1) (326.1) (379.2)

世帯年収（百万円） 4.164* 2.771*** 1.868*** 2.814***

(2.291) (1.054) (0.707) (0.823)

世帯預貯金額（百万円） 1.252* 0.185 0.0897 ‐0.199

(0.747) (0.344) (0.231) (0.268)

持ち家ダミー 1,135 448.7 ‐151.7 563.2

(1,284) (591.0) (396.5) (461.1)

有価証券額（百万円） 1.849 ‐0.202 ‐0.815 0.673

(1.739) (0.800) (0.537) (0.625)

政令都市ダミー ‐796.1 149.9 207.7 ‐25.89

(978.1) (450.2) (302.0) (351.3)

観測数 540 540 540 540

自由度調整済決定係数 0.232 0.048 0.067 0.160

注：JCPS2016に基づき筆者作成。上記以外の説明変数として、学年ダミーと定数が含まれる（係数は省略）

（）内は標準誤差。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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表９ 算数・数学と国語の IRT スコアを被説明変数とした回帰分析の結果 

 
 

(1) (2)

被説明変数 算数・数学IRT(2016) 国語IRT(2016)

説明変数

信託受贈ダミー 0.0388 ‐0.0994

(0.287) (0.275)

父学歴短大以上ダミー 0.301*** 0.344***

(0.0824) (0.0788)

母学歴短大以上ダミー 0.149* 0.127*

(0.0801) (0.0767)

世帯年収（百万円） 0.000322* 0.000139

(0.000175) (0.000167)

世帯預貯金額（百万円） 0.000100* 3.56e‐05

(5.64e‐05) (5.40e‐05)

持ち家ダミー 0.111 0.0279

(0.0958) (0.0917)

有価証券額（百万円） ‐2.41e‐05 5.40e‐06

(0.000131) (0.000126)

政令都市ダミー ‐0.114 ‐0.116

(0.0738) (0.0707)

観測数 552 552

自由度調整済決定係数 0.585 0.481

注：JCPS2016に基づき筆者作成。

上記以外の説明変数として、学年ダミーと定数が含まれる（係数は省略）。

（）内は標準誤差。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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